
                     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 開催期間・回数  

   令和３年 9 月から 1２月の期間中に、1３回実施します。 

 
 

 応募要件  

◇ 都内在住､または在勤･在学であること 

◇ 消費者問題に関心があり､地域･職場などにおいて積極的に活動する意欲があること 

◇ 過去にこの講座の受講決定を受けていないこと 

◇ 全１３回のうち、９回以上受講できること 

 
 

 受講料  無 料  
 
 

 
 

--------------------------------------------------------------------------------- 

各講座にライブでご参加いただけます。 

  ■ 時  間：各回 19:00 ～21:00 

■ 配信方法：Microsoft Teams 

■ 募集人数：120 名 

   --------------------------------------------------------------------------------- 

①の録画映像を、後日ご自宅などで視聴できます。 

■ 時  間：各回 14:00 ～16:00 

■ 配信方法：Microsoft Teams 

■ 募集人数：50 名 

   --------------------------------------------------------------------------------- 

                    ①の録画映像を、後日会場で視聴できます。 

                     ■ 時  間：各回 14:00 ～16:00 

                   ■ 会  場：多摩消費生活センター教室Ⅰ・Ⅱ 

■ 募集人数：30 名 

  --------------------------------------------------------------------------------- 

 
※ 講座の日程、内容の詳細については、「カリキュラム」をご覧ください。 

 

◆消費者問題について体系的に知識を習得し､地域や職場などで消費者教育等の推進に中心的

な役割を果たす人材の育成を目的とした､全 1３回の連続講座を実施します！ 

東京くらし WEB 検索 

東京都消費生活総合センター 

受講者募集！ 

 実施方法  

 

 

講師の皆様は、消費者問題の第一線で 

ご活躍されている弁護士や大学教授、 

消費者団体等の専門家の方々です！ 

一流の講師陣による講義 

ボク、カモかも…。 

① ライブ配信 

③ 録画上映会 

② 録 画 配 信 



 カリキュラム  

※ 講義時間は、①ライブ配信：午後７時から午後９時まで、②録画配信 ③録画上映会：午後２時から午後４時までです。 

 

回 

開催日 
テーマ・講師 概  要 

① ②③ 

１ 
９/６ 

（月） 

９/１０ 

（金） 

消費者市民・団体 「消費者市民」という言葉をご存知ですか？「消費者教育の

推進に関する法律」では、消費者が公正かつ持続可能な社会

の形成に積極的に参画する「消費者市民社会」が位置付けられ

ています。そうした社会を目指して行動する「消費者市民」がい

ま求められています。 

消費者市民の考え方とともに、消費者の権利や役割につい

て多くの事例をもとに学びます。消費者団体の活動も紹介しま

す。 

消費者市民としての役割・消費者団

体の活動～コロナ危機をのりこえる！～ 

 

元消費者庁長官 

一般社団法人 消費者市民社会をつくる会 る会 

 代表理事 阿南 久 氏 

２ 
９/１３ 

（月） 

９/１７ 

（金） 

消費生活行政 事業者と消費者との格差を縮めるために消費者行政が存在

しています。歴史を踏まえ、消費者行政の現状をお伝えします。

消費生活総合センター等による消費者支援行政と、国の各省

庁による事業者規制行政のそれぞれの役割と、消費者庁設置

による連携の強化などを解説します。 

消費生活行政の現状と役割 
 

明治学院大学 法学部  

教授 圓山 茂夫 氏 

３ 
９/２７ 

（月） 

１０/１ 

（金） 

製品安全 毎日の生活の中で使用している製品により重篤な事故が繰

り返されています。特に、発達中の子供や、生活機能が変化す

る高齢者で多発しています。 

本講座では、製品安全の問題を例題に、一見硬直化された

問題をデータや人の知恵を活用して「変えられる化」する新たな

アプローチについて解説します。科学的なデータを活用した事

故予防法の基本的考え方、簡単に実践できる予防法などを、動

画を使って分かりやすく紹介します。 

データと知恵を活用した製品安全 

～消費者問題を「変えられる化」する新たな戦略～ 
 
国立大学法人  
東京工業大学工学院  

教授 西田 佳史 氏 
 

４ 
１０/４ 

（月） 

１０/６ 

（水） 

契約 普段は気をつけているものの、事業者の巧みな話に乗せら

れて「つい契約してしまった」などといった場合も、消費者の味

方となる法制度を知っていれば、契約トラブルを回避することが

できます。 

消費者問題を解決するために、まずは民法による「契約の成

立」「取り消し」「無効」など契約の基本ルールについて学びま

す。 

契約の基礎知識 ① 

～民法・消費者契約法～ 

 

弁護士 森 哲也 氏 

５ 
１０/１２ 

（火） 

１０/１４ 

（木） 

消費行動 
近年、「エシカル消費（倫理的消費）」という消費行動が注目

されています。 

「エシカル消費」とは何か、どんな取り組みがあるのかについ

て紹介します。また、普段の私たちの消費の背景にはどんな問

題が存在し、私たち消費者の立場でどういった行動をすれば問

題に対して貢献することができるのかについて学びます。 

エシカル消費 

～商品の選択で私たちができる社会貢献とは？～ 

 

公益財団法人消費者教育支援センター 

専務理事・首席主任研究員 

一般社団法人 日本エシカル推進協議会 

理事 柿野 成美 氏 

６ 
１０/１８ 

（月） 

１０/２０ 

（水） 

契約 
消費者と事業者との間には、情報の質や量、交渉力に格差

があり、すべての私人が平等・対等であることを前提とした民法

のみでは消費者の利益が守られない場合があります。 

そこで、消費者の利益擁護を図ることを目的とした、民法の

特別法である消費者契約法について学びます。 

契約の基礎知識 ② 

～民法・消費者契約法～ 

 

弁護士 森 哲也 氏 

７ 
１０/２５ 

（月） 

１０/２８ 

（木） 

食生活 
食生活は、社会環境の変化に伴って大きく変わり、その影響

からさまざまな問題が生じています。食育基本法は、家庭内で

の食の教育力低下や日本が抱える多くの食をめぐる問題への

懸念を受けて制定されました。子供の食育はもちろんですが、

家庭・学校・行政を通して私たち大人も子供と一緒に学んでい

きたいものです。さまざまなものを通して、食・農・環境のことを

もっと身近に感じ、食育の実践について勉強していきます。 

食生活の改善と食育の実践 

～食・農・環境と食育の関わり～ 

 

東京農業大学 国際食料情報学部 

教授 上岡 美保 氏 

 

回 

開催日 
テーマ・講師 概  要 

飯田橋 立 川 

８ 
１１/１４ 

（水） 

１１/１６ 

（金） 

 

高齢者を狙う悪質商法  
～気にかけて 声かけて トラブル防止～ 
 

 

弁護士 末吉 宜子 氏 

高齢者を狙った悪質商法の被害が増加しています。被害を防ぐた

めには、高齢者への注意喚起とともに周囲の人々の見守りが欠か

せません。当センターが作成したＤＶＤを教材に用いて、気づきのポ

イントや被害に遭ってしまったときの対処法、成年後見制度などにつ

いて学びます。 

９ 
１１/１９ 

（月） 

１１/２０ 

（火） 

 

 

食と環境の深い関係 
～食育にも取り入れたい環境のはなし～ 
 

                         

日本大学 食品ビジネス学科 

      教授  清水 みゆき 氏 

 
「食」に対する認識は世代間でも違いがあり、様々な問題が浮き

彫りになってきています。食べ物を取り巻く環境について理解し、

様々なマスメディアで取り上げられている食育と関連立てて、その現

状を学んでいきます。日常生活を見直し、「食」と「環境」との関係に

ついて理解を深めます。 

 

 

 

10 

 

 

１１/２８ 

（水） 

１１/３０ 

（金） 

 

 

飛翔する再生可能エネルギー 
～地球温暖化対策の現状とこれからの取組

み～ 

 

特定非営利活動法人 気候ネットワーク 

主任ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ  桃井 貴子 氏  

 
地球温暖化問題の顕在化を背景に、二酸化炭素の排出削減とい

う観点から、都は、化石燃料に代えて再生可能エネルギーの利用拡

大を、目指しています。 

太陽エネルギー、風力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの

飛躍的拡大に向け、今年７月からは固定価格買取制度なども始まり

ます。地球温暖化対策の現状を理解し、どのような取組みがあるか

を、省エネルギー問題も含めて紹介します。 

11 
１２/４  

（火） 

１２/６ 

（木） 

 
商品の安全性確保に向けた事故 

データ分析、標準化、法規制 
～子どものケガ予防を中心に～ 

 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

    ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋｭｰﾏﾝ工学研究ｾﾝﾀｰ長  

持丸 正明 氏 

毎日の生活で使用している製品が、ある種の使い方やきっかけで

重篤な事故に繋がることがあります。ここでは、事故を繰り返さない

ための事故データの収集、分析や、安全対策のあり方について話を

するとともに、安全確保のための標準（ＪＩＳ）の策定、法規制につい

ての現状について話をします。子どものケガ予防を例に、ライターの

安全規制、さまざまな製品の子どものケガ予防への取り組みを紹介

します。  

12 
１２/１０ 

（月） 

１２/１２ 

（水） 

 

 

ＩＴ社会に潜む脅威と対策 
～脅威はこれだけじゃなかった～ 

 

一般社団法人 ＥＣネットワーク 

  理事 原田 由里 氏 

 

私たちの生活で使われるパソコン、携帯電話、スマートフォン。こ

れらの機器はすでに、ごく当たり前に皆が使用していますが、比例し

てトラブルも起きています。知らないうちに狙われ、多額な要求を受

けたり、ウイルスが侵入するなど、大きな被害をもたらすことも・・・。 

  最近の動向も含めて IT 社会に潜む各種の脅威と、脅威から守る

対策を学びます。 

 

13 
１２/１９ 

（水） 

１２/２０ 

（木） 

 
 

消費者被害の救済 
～すべて自己責任ですか？～ 

 

 

 

弁護士 上柳 敏郎 氏 

各分野で拡がる裁判外紛争解決手続き（ADR）は、金融分野でも

平成 22年 10月にスタートしました。また、集団的消費者被害の訴訟

制度も、消費者の利益を守る重要な法案ということで、法制化に向

けて動いています。 

 被害にあったときの相談方法は増えてきましたが、どの様な方法

があるのか、自治体や企業等が設置する窓口、ADR、少額裁判、消

費者団体訴訟制度などを学びます。 



 

 

 

回 

開催日 
テーマ・講師 概  要 

① ②③ 

８ 
１１/１ 

（月） 

１１/４ 

（木） 

金融・投資商品  

個人を取り巻く経済・社会環境が急激に変化する中、金融

トラブルから身を守るためには、お金に関する知識や適切な

考え方（金融リテラシー）が必要です。 

本講座では、金融（商品）の基本的な知識から、金融トラブ

ル回避に役立つ特定商取引法、消費者契約法等の概要を理

解して、より豊かで安心できる生活を送るために必要な情報

を、わかりやすく面白く解説します。 

 

金融（商品）の基礎知識とトラブル防止事例 

 

東京都金融広報アドバイザー 

ファイナンシャルプランナー 

石村 衛 氏 

９ 
１１/８ 

（月） 

１１/１０ 

（水） 

契約 自発的にお店に出向き、現金やカード払いで商品を購入す

る店舗販売とは異なり、訪問販売やネット通販はその販売方

法の特性から、思わぬ消費者被害が発生することがありま

す。また、代金後払いのクレジットの利用が、トラブルにつな

がることもあります。 

現行の「特定商取引法」と「割賦販売法」により、消費者が

民事的にどのような主張ができるようになっているのかを身

近な事例を用いて学びます。 

特定商取引法・割賦販売法の概要 
 

 

弁護士 拝師 徳彦 氏 

10 
１１/１５ 

（月） 

１１/１７ 

（水） 

高齢者被害 高齢者が抱える「健康」「孤独」「お金」への不安や判断力

の低下につけこんだ悪質商法被害など、高齢者からの消費

生活相談は年々増加しています。高齢者の消費者被害を防

止する対策が求められている中、一つの取り組みとして、地

域における高齢者の見守りネットワークの構築があります。 

東京都消費生活対策審議会委員であった講師に、被害を

未然に防ぐ連携体制の重要性や今後の課題、高齢者を取り

巻く状況や高齢者見守りネットワーク構築の現状について解

説します。 

高齢者の見守りネットワ-ク構築に向けて 
～高齢者の消費者被害防止のために～ 

 

弁護士 池本 誠司 氏 

11 
１１/２２ 

（月） 

１１/２４ 

（水） 

食品表示 食品表示基準に基づく食品の表示については、２０２０年４

月から新ルールに基づく食品表示に完全に切り替わりまし

た。原料原産地表示も義務化され、表示はますます複雑にな

っています。また、遺伝子組み換えに関する任意表示制度も

改正されています。 

食品表示をめぐる現状と課題を知り、消費者としてどのよう

な選択をすべきなのかを学びます。 

食品表示をめぐる現状と課題 
～食品の賢い選び方～ 

 
一般社団法人 Food Communication Compass  

事務局長 森田 満樹 氏 

12 
１１/２９ 

（月） 

１２/１ 

（水） 

ＩＴ社会 
私たちの生活で使われるパソコン、携帯電話、スマートフォ

ン。これらの機器はすでに、ごく当たり前に使用されるように

なりました。それに比例してトラブルも起きています。知らない

うちに狙われ、多額な請求を受けたり、コンピューターウイル

スが侵入するなど、大きな被害をもたらすこともあります。 

最近の動向も含めて、IT社会に潜む各種の脅威と、その脅

威から身を守る対策を学びます。 

ＩＴ社会に潜む脅威と対策 
～脅威はこれだけじゃなかった～ 

 

一般社団法人 ＥＣネットワーク  

理事 原田 由里 氏 

13 
１２/６ 

（月） 

１２/８ 

（水） 

消費者被害 

近年、消費者被害に遭ったときの対処方法（自治体や企業

等が設置する窓口、ADR、少額訴訟、民事調停、消費者団体

訴訟制度等）は増えてきましたが、理解はまだ広く進んでいる

とは言えない状況です。 

そこで、消費者被害に遭った時の対処法にはどのような方

法があるのか、どういった特徴を有しているのかについて学

びます。 

消費者被害の救済 

 

弁護士 村 千鶴子 氏 



 申込方法  

電子申請： 東京都 募集中の講座   検索  

▼ 以下のＵＲＬ、ＱＲコードより、申込フォームにアクセスしてください。 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/manabitai/koza/center/koza_m210624.html 

 

 ※ ①～③のいずれかにお申込みください。 

 

 申込期限  

８月４日（水）受信有効   ※ 募集人数に満たない場合、締切日以降も受け付けます。 

 

 その他  

◇ 募集人数を超える応募があった場合は、抽選により受講者を決定します。 

◇ 受講の可否について、８月２５日（水）までに申込者全員に通知します。 

◇ 全１３回のうち９回以上に出席の場合、修了証書を交付します。 

  （公的な資格を証するものではありません。） 

 

 問合せ先  

①ライブ配信 ②録画配信 について 

 東京都消費生活総合センター 活動推進課 「マスター講座担当」 

    Tel：03-3235-1157 

③録画上映会 について 

東京都多摩消費生活センター「マスター講座担当」 

   Tel：042-522-5119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 新型コロナウイルス感染症の感染状況により、講座が中止・変更等になる場合があります。 

予めご了承ください。 

東京都多摩消費生活センター                    

  立川市柴崎町 2-15-19 

（東京都北多摩北部建設事務所 3 階）   

ＪＲ立川駅南口から徒歩１０分 
モノレール立川南駅から徒歩８分 

 会場のご案内  

相談インコ 

※ ③録画上映会の会場です。 

← スマートフォンはこちらから 


